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7.都市計画－3.市街地変容と都市・地域の再生 都市計画  
用途地域 特別用途地区 特定用途制限地域 宿泊施設 土地利用 

1 研究の背景と目的                        
 国連世界観光機構によると,近年の都市部の急速な人

口増加と観光産業の成長により,都市観光に対する需要

は著しく増加している 1)。また,同機構の長期予測によ

れば,国際観光客数は 2010 年から 2030 年までに約 2倍

に増大すると見込まれている 2)。近年の日本でも,観光

促進政策(1)の推進,円安基調により,訪日外国人客が年々

増加し,観光需要は増加傾向である。 

こうした訪日外国人客数の伸長により,京都市では旅

館・ホテルに比べ狭小な敷地でも客室を確保しやすく,
住宅民泊と比較し運営制限が少ない簡易宿所が急増し

たとされる 3)。観光客の増加に伴う宿泊施設(2)の増加な

どの観光地化の進行は,大きな経済効果が期待できる一

方で,観光公害をもたらす可能性がある。2018 年には,
観光地化に伴うごみや騒音問題のほか,宿泊施設の開業

ラッシュによる地価上昇に伴って家賃が高額となり,転
居を余儀なくされる事例 4)も確認されている。 
したがって,基礎自治体は,観光公害が顕在化する以

前に,宿泊施設の立地が望ましくない地域に対し立地を

規制する仕組みとして,関連計画の策定や見直し,条例

の制定などを実施することが重要であると考える。 
しかし,日本の基礎自治体では,慢性的な人材不足が

課題でもあり,地域の実状に即した計画策定や見直し,
条例制定が困難となる可能性がある 5)。よって, 立地を

規制する施策を効果的に活用する為に,全国の基礎自治

体を類型化し,他地域との比較と,対象地域の実状の把

握を容易にする必要があるといえる。 
宿泊施設の立地傾向を明らかにし,関連する政策との

比較を行った研究として,下山ら 6)や橋戸ら 7) 川井ら 3)8)

による,特定の対象地を事例とした詳細な研究が確認で

きる。一方で,宿泊施設数の推移や,立地規制制度を全国

的に調査し,傾向を明らかにした研究は確認できない。 

そこで,本研究では,まず①観光客数の推移と宿泊施 

 

設数の推移から全国の市区町村の類型化を試みる。ま

た,②特別用途地区(3)と特定用途制限地域(3)の二つの制

度における,宿泊施設に対する立地規制の実態を把握す

る。①②より,市区町村の地域の特性による類型ごとの

立地規制制度の傾向を明らかにし,現行の立地規制制度

の課題を抽出する。これにより,立地規制制度を効果的

に活用するための基礎的知見を得ることを目的とする。 

2 研究の方法                             
本研究では,全国の市区町村 1747 自治体(4)を研究対

象とし,調査項目とその出典,対象年度をまとめたもの

を表１に示す。まず,観光客数と宿泊施設数より,対象の

市区町村を区分し,宿泊施設数の増減が著しい市区町村

を把握する(3 章)。次に,各市区町村の条例より,特別用

途地区と特定用途制限地域による宿泊施設の立地規制

制度を把握し,特別用途地区の類型(5)と市区町村の人口

規模ごとに整理した(4 章)。 

3 観光客と宿泊施設数からみる市区町村の類型              
3-1 観光客数と宿泊施設数による市区町村区分 

 本章では,ひと月あたりの観光客数が集計可能な全国

1688 市区町村を対象とする。また,対象市区町村の宿泊

施設数を種別ごとに集計し,観光客数と併せプロットし

た(図 1)。また,全市区町村は観光客数と宿泊施設数に著

しく差がある為,それぞれに対し 6 つの区分を設けるこ

とで観光地としての規模による区分とした(6)。各区分番

号とその範囲をまとめたものを表 2 に示す。 
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表 1 各調査項目の出典と調査対象年度 

表 2 観光客数・宿泊施設数による区分とその範囲 
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旅館・ホテルについて

注目すると,正の相関(r

≒0.6015)が見て取れ,

観光客数の多い市区町

村ほど施設数が多い傾

向が確認できる。簡易宿

所については,観光客数

に寄らず,施設数が 1 件

以下の区分(BH1)に多数

の市区町村が区分され

ており,これらの市区町

村では簡易宿所は殆ど

営業されていないこと

がわかる。また,全体で

は弱い正の相関 (r≒

0.3650)が見て取れる

が,現段階では観光客数

と施設数に明確な傾向

は確認できない。しか

し,近年の京都市のよう

に,簡易宿所は住宅宿泊

に関する営業日数制限

などの規制の間隙を縫

う形で,増加した 10)とさ

れている。よって,観光

客と宿泊施設の数に注目した区分ごとに,近年の宿泊

施設種別ごと施設数の増減傾向を把握する。 

3-2 宿泊施設数の長期・短期的増減 

3-2-1 増減の判定方法 

 観光立国推進基本法の成立年である 2006 年から,デ

ータの最新調査年の 2021年までの宿泊施設数の増減を,

長期(2006～2021 年)と短期(2016～2021 年)(7)に分けて

判定し(図 2),前節での区分ごとに市区町村数を集計し

たものを表 3 に示す。 

3-2-2 宿泊施設数の増減が特徴的な市区町村区分 

【旅館・ホテル】全体をみると,区分(IH,T)に関わらず

2016年以降に旅館・ホテル数が「急増」した市区町村は

少なく,「急減」した市区町村は一定程度存在している。

また,全ての区分において,最も多いのは「増減」であ

り,2021年時点では,多くの市区町村で旅館・ホテルの施

設数は急激な増減の様相を呈していないことがわかる。 

【簡易宿所】全体をみると,区分(BH,T)に関わらず 2016

年以降に簡易宿所数が「急減」した基礎自治体は少なく,

「急増」した市区町村は一定程度存在している。2021 年

時点での施設数が 1 件以下の BH1 区分について,「増減

(=0 または 1 件を維持)」している市区町村が多いこと

がわかる。つまり,現時点では,多くの市区町村で,簡易

宿所の施設数は増加の様相を呈しておらず,開発が進

図 1 観光客数・宿泊施設数による区分とその範囲 

図 2 宿泊施設数の長期・短期的増減の判定 

表 3 市区町村区分ごとの宿泊施設数の増減傾向 
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行する市区町村は一部であるといえる。 

 旅館・ホテル数において「急減」が,簡易宿所数にお

いて「急増」の件数が一定程度確認された理由として,

全国の施設数の増減が影響していると考えられる(図

3)。さらに,「増

減」に該当する

市区町村が多数

であり ,区分に

よる傾向が確認

できないことよ

り ,観光客数と

宿泊施設数に基づく市区町村の類型化により,宿泊施

設の増減傾向を捉えることは難しいといえる。一方

で,T1 の観光客が少なく施設数が「急増」した市区町

村,T6 の観光客が多く施設数が「急減」した市区町村が

宿泊施設種別によらず確認できる。本区分と施設数の

増減判定により,観光地において,観光客の数に関わら

ず施設が「急増」「急減」する可能性があることがわかる。 

よって,現時点では観光客が少ない地域においても,

立地規制策を検討する意味があるといえる。また,この

ような急増をみせた市区町村の開発動向を立地規制と

併せ詳細に分析する必要がある。次章では,まず,全国

の市区町村において施設数の「急増」を未然に防ぐ手段

として,有用と思われる立地規制策の実態を確認する。 

4 地域地区制度による宿泊施設の立地規制                         
本章では,2023 年都市計画現況調査にて公開されてい

る地区を対象として,各基礎自治体が定める条例より,各
地区における宿泊施設の立地規制の実態を把握する。 

4-1 特別用途地区による宿泊施設の立地規制 

 特別用途地区は,2023 年度末時点で 473 市区町村

1272 地区(8)に指定されているが,各市区町村の例規集

より条例の内容が確認できる 1246地区を調査対象とし

た。特別用途地区は,用途地

域指定済のエリアに重ねて

指定されるという特性を考

慮し,宿泊施設の立地を規制

または緩和する地区指定で

あるか判別した。判別の定義

を表 4 に示し,特別用途地区

の種別ごとに規制または緩

和をしている地区数をまと

めたものを表 5 に示す。 

 表 5より,特別用途地区により宿泊施設の立地を規制

又は緩和している地区は,257 地区あり,うち 226 地区

が規制,24 地区が緩和されていることがわかった。さら

に,特別用途地区の類型(5)に注目すると,特別工業地区,

文教地区,特別業務地区,中高層階住居専用地区におい

て立地を規制する方針が多数確認できる。 

また,娯楽レクリエーション地区,観光地区では緩和

の方針が複数確認でき,これらは地区指定の目的に即

した規制や緩和と捉えることができる。娯楽レクリエ

ーション地区と観光地区は,宿泊施設の立地規制を緩

和し,立地を誘導するのに適した地区指定であると考

えられる一方で,計 5地区の立地規制が講じられている

ことがわかる。これらの地区では,観光振興といった本

来の目的とは逆行しながらも,地域の実状を考慮した

上で,宿泊施設の立地が問題となり得るエリアに施設

立地を規制していると想定できる。 

4-2 特定用途制限地域による宿泊施設の立地規制 

 特定用途制限地域は, 2023 年度末時点で 93 市区町村

256 地区に指定されているが,各基礎自治体の例規集よ

り条例の内容が確認できる 255地区を調査対象とした。

その結果を表 6 に示す。まず,特別用途地区の 1246 地

区に対し,特定用途制限地域は 255 地区と少ない。 

ここで,特別用途制限地域制度創設の 2000 年の都市

計画法改正時,各基礎自治体は線引きの廃止を選択で

きるようになったことに言及する。都市計画運用指針

11)には,「線引きの廃止によって,開発行為が従前の市街

化調整区域に拡散

する可能性がある」

と記載がある。した

がって,各基礎自治

図 3 全国の宿泊施設数の推移 

表 5 宿泊施設立地を規制/緩和している特別用途地区数 

表 6 宿泊施設に対する規制の有無 

表 4 立地規制の判別 
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体における特定用途制限地域の指定の背景には,線引

きの廃止等があることが考えられる。 

そこで,地区の指定状況を「指定都市」「中核市」「そ

れ以外」に分けてみてみると,人口の多い指定都市や中

核市では,ほとんど指定が無い。人口が少なく,開発圧

力の低い市区町村において,線引き制度の廃止後に,特

定用途制限地域制度による都市計画が行われているこ

とが推察できる。 

しかし,近年の観光需要のような爆発的な変化に対

し,特定用途制限地域の運用が有効な開発のコントロ

ール手法であるかは検証されていない。 

5 総括                                
本研究では, 観光客数と宿泊施設数より,対象市区町

村を区分し,宿泊施設数の増減が著しい市区町村を把握

した。その結果,現時点では,多くの市区町村で,旅館・ホ

テルの施設数は急激な増減の様相を呈していないこと, 
簡易宿所による開発が進行する市区町村は一部である

ことがわかった。 
次に,各市区町村の条例より,特別用途地区と特定用

途制限地域による宿泊施設の立地規制制度を把握し,類
型や市区町村の人口規模ごとに整理した。 
【特別用途地区】宿泊施設に対する立地規制を講ずる

特別用途地区は 255 地区あり,うち 224 地区が規制,24

地区が緩和の方針であることがわかった。さらに, 娯楽

レクリエーション地区と観光地区は,宿泊施設の立地

規制を緩和し,立地を誘導するのに適した地区指定で

あると考えられる一方で,計 5件の立地規制が講じられ

ていることがわかった。これらの地区指定の目的とは

逆行しながらも,地域の実状を考慮した上で,宿泊施設

の立地が問題となり得るエリアに施設立地を規制して

いることが想定できる。 

【特定用途制限地域】宿泊施設に対する立地規制を講

ずる特定用途制限地域は計 100 件あり,うち 99 件が指

定都市,中核市いずれでもない市区町村で指定されたも

のであることがわかった。よって,人口が少なく,開発圧

力の低い市区町村において,線引き制度の廃止後に,特
定用途制限地域制度による都市計画が行われているこ

とが推察される。 
今後は,宿泊施設に対する立地規制の分類に基づき市 

 
 

区町村を選定し,当該市区町村単位の施設数のみならず,
宿泊施設の開業年度や,立地の動向に注目する。これに

より,宿泊施設が開業しやすい立地を把握し,立地規制

の内容や,規制を発動する為のモニタリングの項目の検 
討をすることを課題とする。 
 

 
【注釈】 
(1) ビジット・ジャパン事業開始(2003 年)や,観光立国推進基本法の

成立(2006 年)を始めとする,観光立国の実現に向けた政策のこと。 
(2) 本研究における「宿泊施設」とは,旅館業法における旅館・ホテ

ル営業,簡易宿所営業のことをいう。いずれも,観光客のための短

期宿泊用途に供する営業であることから,妥当であるとした。 
(3) 策定主体である基礎自治体が,用途地域よりも地域の課題に柔

軟に対応し,建物用途を規制又は緩和する策を講じることがで

きる点で適当であるとした。 
(4) 2024 年 12 月時点で 792 市,23 特別区,743 町,189 村の計 1747 自

治体を研究対象とした。 
(5) 2000 年に都市計画法が改正され,特別用途地区の類型は廃止さ

れ,各市区町村によって自由な地区指定が可能になった。しかし,
現在でも当該類型に準じて指定されている地区が多いことから,
この類型に注目し,指定状況を整理した。 

(6) 観光客数は, 小笠原義勝の分類 9)を参照し,各区分に含まれる市

区町村数が等しくなるように,中央値から全体の 6 分の 1 ずつに

区分した。宿泊施設数は,H.J.Nelson の方法による分類 9)によっ

て得られた最小の区分数「6」を採用した。 
(7) 2016 年頃から違法民泊の実態調査の報告や検討会議の開催など,

住宅宿泊事業法(2018 年)施行に向け,取組が活発化した時期であ

る為,短期的な変化を捉えるに適当な期間であると判断した。 
(8) 地区指定が複数の用途地域に及んでいる場合,1 地区を複数地区

として集計した。ある地区の地区指定が近隣商業地域と商業地

域に及ぶ場合,当該の地区を「2」地区に分けて集計した。 
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